
１　運転免許保有者数及び運転免許試験の実施状況
⑴運転免許保有者数

令和５年末現在の運転免許保有者数は，前年と
比べて約２万人増加して約8,186万人となった。
このうち，男性は約９万人減少して約4,424万人，
女性は約11万人増加して約3,762万人となり，そ
の構成率は男性54.0％，女性46.0％となった（第

1-5表）。
また，年齢層別の運転免許保有者数では，高齢

者が約38万人増加した（第1-39図）。
運転免許の種類別保有者数は，第一種中型免許

（８トン限定中型免許を含む。）保有者が約5,668
万人で全体の69.2％を占めた（第1-6表）。

第１-5 表 運転免許保有者数の推移

（各年12月末現在）

免許種別 令和4年 令和5年
全体 構成率 全体 うち男性 うち女性 構成率

許
免
種
二
第

千人 ％ 千人 千人 千人 ％
大型 783 767 16 1.0
中型 658 619 39 0.8
普通 101 87 14 0.1
大特 2 2 0 0.0
けん引 1 0 0 0.0
小計 1,543 1,475 68 1.9

許
免
種
一
第

大型 4,039 3,892 146 4.9
中型 56,678 28,931 27,747 69.2
準中型 11,046 5,606 5,440 13.5
普通 7,558 3,899 3,660 9.2
大特 2 1 0 0.0
大自二 24 19 5 0.0
普自二 133 95 38 0.2
小特 14 5 8 0.0
原付 827 319 508 1.0
小計 80,320 42,767 37,553 98.1
合計 81,863
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注　１　警察庁資料による。
　　２　２種類以上の運転免許を受けている者については，運転免許の種類欄の上位の運転免許の種類によって計上した。
　　３　旧法普通免許は中型免許又は準中型免許に計上した。
　　４　単位未満は四捨五入しているため，合計（小計）が内訳と一致しないことがある。
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第１-6 表 種類別運転免許保有者数

（各年12月末現在）

年
保有者数 対前年増減率 人口に対する割合

全体 人員 構成率 全体 男性 女性 全体 男性 女性男性 女性 男性 女性
千人 千人 千人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

81,863 44,242 37,621 54.0 46.0 0.0 － 0.2 0.3 75.0 84.0 66.7

令和元年 82,158 44,779 37,380 54.5 45.5 － 0.2 － 0.5 0.2 74.8 84.4 65.8
　２ 81,990 44,597 37,393 54.4 45.6 － 0.2 － 0.4 0.0 74.8 84.3 66.0
　３ 81,896 44,460 37,436 54.3 45.7 － 0.1 － 0.3 0.1 74.7 84.0 66.0
　４
　5

81,841 44,331 37,510 54.2 45.8 － 0.1 － 0.3 0.2 74.8 84.0 66.3

注　１　警察庁資料による。
　　２　人口に対する割合（％）は，16歳以上の人口に対する運転免許保有者数の割合（％）である。
　　３　算出に用いた人口は，該当年の人口であり，総務省統計資料「人口推計」（各年10月１日現在（補間補正を行っていないもの。ただし，国勢調査実施年
　　　　は国勢調査人口による。））による。
　　４　単位未満は四捨五入しているため，内訳の合計が全体と一致しないことがある。
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障害者の運転免許については，運転できる車両
に限定の条件が付されているものが延べ27万
7,449件，補聴器使用の条件が付されているもの
が延べ４万6,731件となった。

なお，令和５年中の国外運転免許証の交付件数
は26万2,268件で，前年に比べ９万2,132件（54.2％）
増加した。また，外国等の行政庁等の運転免許を
有する者については，一定の条件の下に運転免許
試験のうち技能試験及び学科試験を免除すること
とされており，令和５年中の当該免除に係る我が
国の運転免許の件数は６万10件に上り，増減率で
26.2％増となった。

⑵運転免許試験の実施状況
ア　運転免許試験の概況
令和５年中の運転免許試験の受験者数，合格者

数等の概況は，第1-40図のとおりである。
受験者数は，前年に比べて49,567人（1.9％）減

少し，合格者は，前年に比べて87,189人（4.2％）
減少した。このうち，第１種免許についてみると，
普通免許の受験者数は，前年に比べ0.2％増加（合
格者1.0％減少），大型二輪免許及び普通二輪免許
の受験者数は，前年に比べ3.0％減少（合格者6.0％
減少），原付免許の受験者数は，前年に比べ0.9％
減少（合格者2.3％減少）した。
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注　１　人口については，総務省統計資料「人口推計（令和５年 10 月１日現在）」による。
　　２　人口の千単位は四捨五入しているので，合計の数字と内訳が一致しない場合がある。

第１-39 図 男女別運転免許保有者数と年齢層別保有者率（令和５年末）
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イ　障害者等の運転免許取得
障害や病気の症状が自動車等の運転に及ぼす影

響は様々であり，運転免許に一定の条件を付すこ
とにより補うことができる場合もあることから，
安全運転相談を通じ，運転免許の取得に係る適切
な助言を行っている。

聴覚障害のある人のうち，補聴器を使用しても
一定の音が聞こえない人については，特定後写鏡
等の使用を条件に準中型自動車及び普通自動車を
運転することが可能であり，令和５年末現在，こ
の条件が付された準中型免許及び普通自動車免許
保有者数は1,557人である。また，大型自動二輪
車，普通自動二輪車，小型特殊自動車及び原動機
付自転車の免許については，適性試験における聴
力が廃止されている。

なお，大型自動車，中型自動車，準中型自動車，
普通自動車及び大型特殊自動車については，補聴
器を使用して一定の音が聞こえることを条件に運
転ができるほか，平成28年４月からは，タクシー
やバス等の旅客自動車についても補聴器を使用し
て一定の音が聞こえることを条件に運転できるこ
ととなった。

２　運転者教育等の充実
⑴運転免許を取得しようとする者に対する教育の

充実
ア　自動車教習所における教習の充実

（ア）　指定自動車教習所における教習の充実
令和５年末現在における指定自動車教習所数は

1,291か所で，これらの指定自動車教習所で技能
検定に従事している技能検定員は１万8,063人，
学科又は技能の教習に従事している教習指導員は
３万673人である。

一方，令和５年中に指定自動車教習所を卒業し
た者は152万8,207人で，前年に比べ10万6,426人

（6.5％）減少し，指定自動車教習所の卒業者で５
年中に運転免許試験に合格した者の数は152万
6,978人で，全合格者（原付免許等を除く。）の
97.6％を占めた。

都道府県公安委員会では，指定自動車教習所の
教習指導員，技能検定員等に対する定期的な講習
や研修を通じ，その資質及び能力の向上を図ると
ともに，教習及び技能検定等について定期又は随
時の検査を行い，教習内容の充実に努めたほか，
教習施設及び教習資器材等の整備等についても指
導を行った。

また，交通状況の変化に迅速，的確に対応する
ため，常に教習内容の充実に努めている。
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普通自動車

二輪車
(大型二輪車及び
普通二輪車をいう）

原動機付自転車

（万人）

合格者
1,999,892人
(76.8％)

受験者2,603,151人

307,489人
(84.1％)

受験者1,582,228人

受験者365,519人

受験者163,660人

1,164,801人
(73.6％)

99,114人(60.6％)

不合格者
603,259人
(23.2％)

58,030人(15.9％)

417,427人
(26.4％)

64,546人(39.4％)

注　１　警察庁資料による。
　　２　仮免許試験を除く。
　　３　（　）内は構成率である。

第１-40 図 運転免許試験の概況（令和５年）
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（イ）　指定自動車教習所以外の自動車教習所に 
　　　おける教習水準の向上

都道府県公安委員会では，指定自動車教習所以
外の届出自動車教習所に対して必要な助言等を行
い，教習水準の維持向上を図った。

また，特定届出自動車教習所に対しても，教習
の課程の指定を受けた教習の適正な実施等を図る
ため，指導等を行った。

イ　取得時講習の充実
大型免許，中型免許，準中型免許，普通免許，

大型二輪免許，普通二輪免許，大型第二種免許，
中型第二種免許又は普通第二種免許を受けようと
する者は，それぞれ受けようとする免許の種別に
応じ，大型車講習，中型車講習，準中型車講習，
普通車講習，大型二輪車講習，普通二輪車講習，
大型旅客車講習，中型旅客車講習又は普通旅客車
講習のほか，応急救護処置講習の受講が義務付け
られており，これらは，運転に係る危険の予測等，
安全な運転に必要な技能及び知識，気道確保，人
工呼吸，胸骨圧迫（心臓マッサージ）等に関する
知識についての講習となっている。

令和５年には，大型車講習を396人，中型車講
習を330人，準中型車講習を727人，普通車講習
を3,756人，大型二輪車講習を234人，普通二輪
車講習を1,073人，大型旅客車講習を236人，中
型旅客車講習を８人，普通旅客車講習を611人，
第一種応急救護処置講習を4,260人，第二種応急
救護処置講習を823人が受講した。

また，原付免許を受けようとする者に対して
は，原付の運転に関する実技訓練等を内容とする
原付講習が義務付けられており，令和５年には
７万9,527人が受講した。

都道府県公安委員会では，これらの講習の水準
が維持され，講習が適正に行われるよう，講習実
施機関に対し指導を行った。

⑵運転者に対する再教育等の充実
ア　初心運転者対策の推進
運転免許取得後の経過年数の短い者（大部分が

若者）が死亡事故を引き起こしているケースが多
いことから（第1-41図），準中型免許，普通免許，

大型二輪免許，普通二輪免許又は原付免許を受け
てから１年に達する日までの間を初心運転者期間
とし，この期間中にこれらの免許を受けた者が，
違反行為をして法令で定める基準に該当すること
となったときは，都道府県公安委員会の行う初心
運転者講習を受講できることとされている。なお，
この講習を受講しなかった者及び受講後更に違反
行為をして法令で定める基準に該当することと
なった者は，初心運転者期間経過後に都道府県公
安委員会の行う再試験を受けなければならない。

初心運転者講習は，少人数のグループで編成さ
れ，路上訓練や運転シミュレーター※を活用した
危険の予測，回避訓練を取り入れるなど実践的な
内容としている。

イ　運転者に対する各種の再教育の充実
（ア）　更新時講習
運転免許証の更新を受けようとする者が受けな

ければならない更新時講習は，更新の機会を捉え
て定期的に教育を行うことにより，安全な運転に
必要な知識を補い，運転者の安全意識を高めるこ
とを目的としている。この講習は，受講対象者の

※運転シミュレーター
　　運転者の適性を判断するための模擬運転装置。

自動車等による死亡事故発生件数（第１当事者）
の免許取得後経過年数別内訳（令和５年）

74件
(3.2%)

80件
(3.4%) 51件(2.2%)

32件
(1.4%)

60件
(2.6%)

168件
(7.2%)

1,827件
(78.8%)

27件
(1.2%)

１年未満
２年未満
３年未満
４年未満
５年未満
10年未満
10年以上
無免許・不明

合計
2,319件

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は構成率である。

第１-41 図
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違反状況等に応じ，優良運転者，一般運転者，違
反運転者又は初回更新者の区分により実施してい
る。

各講習では，視聴覚教材等を効果的に活用する
など工夫するとともに，一般運転者，違反運転者
及び初回更新者の講習では，運転適性診断を実施
し，診断結果に基づいた安全指導を行っている。
令和５年には，優良運転者講習を893万8,904人，
一般運転者講習を247万8,099人，違反運転者講
習を166万5,503人，初回更新者講習を112万1,263
人が受講した。

更新時講習では，高齢者等受講者の態様に応じ
た特別学級を編成し，受講者層の交通事故実態等
について重点的に取り上げるなど，講習の充実を
図っている。令和５年には，2,210人がこの特別
学級による講習を受講した。

さらに，令和４年２月からは，北海道，千葉県，
京都府及び山口県において，優良運転者の更新時
講習をオンラインで受講可能とするモデル事業を
調査研究として開始し，令和５年10月からはそ
の対象を一般運転者に拡大して，令和６年度末ま
でに予定している全国展開に向けて効果検証を
行った。令和５年には，18万6,200人がこのオン
ライン更新時講習を受講した。

なお，一定の基準に適合する講習（特定任意講
習）を受講した者は，更新時講習を受講する必要
がないこととされている。特定任意講習では，地
域，職域等が共通する運転者を集め，その態様に
応じた講習を行っており，令和５年には，1,811
人が受講した。
（イ）　取消処分者講習
取消処分者講習は，運転免許の取消処分等を受

けた者を対象に，その者に自らの危険性を自覚さ
せ，その特性に応じた運転の方法を助言・指導す
ることにより，これらの者の運転態度の改善を図
ろうとするものである。講習は，受講者が受けよ
うとしている免許の種類に応じ，四輪運転者用講
習と二輪運転者用講習に分かれており，運転免許
の取消処分等を受けた者が免許を再取得しようと

する際には，この講習の受講が受験資格となって
いる。講習に当たっては，運転適性検査に基づく
カウンセリング，グループ討議，自動車等の運転
や運転シミュレーターの操作に基づく指導を行う
など個別的，具体的な指導を行い，運転時の自重・
自制を促している。また，飲酒運転違反者に対し
てより効果的な教育を行うことを目的に，飲酒行
動の改善等のためのカリキュラムとして，スク
リーニングテスト（AUDIT※），ブリーフ・イン
ターベンション※等を盛り込んだ取消処分者講習

（飲酒取消講習）を全国で実施している。令和５
年中の取消処分者講習の受講者数は，２万749人
であり，うち飲酒取消講習の受講者数は１万708
人であった。
（ウ）　停止処分者講習
停止処分者講習は，運転免許の効力の停止又は

保留等の処分を受けた者を対象に，その者の申出
により，その者の危険性を改善するための教育と
して行うものである。講習は，行政処分の期間に
応じて短期講習，中期講習，長期講習に区分され，
また，二輪学級，飲酒学級，速度学級等受講者の
違反状況等に応じた特別学級を編成している。受
講者は，講習終了後の考査の成績等によって，行
政処分の期間が短縮されることとなっている。講
習では，道路交通の現状，交通事故の実態に関す
る講義，自動車等の運転や運転シミュレーターの
操作に基づく指導等を行っている。令和５年中の
停止処分者講習の受講者は13万2,398人であった。
（エ）　違反者講習
違反者講習は，軽微違反行為（３点以下の違反

行為）をして一定の基準（累積点数で６点になる
など）に該当することになった者に対し受講が義
務付けられているもので，受講者に対しては，運
転免許の効力の停止等の行政処分を行わないとさ
れている。

講習を受けようとする者は，運転者の資質の向
上に資する活動の体験を含む課程又は自動車等及
び運転シミュレーターを用いた運転について必要
な適性に関する調査に基づく個別的指導を含む課

※AUDIT
　　世界保健機構がスポンサーになり，数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」。

面接又は質問紙により，その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判断する。
※ブリーフ・インターベンション
　　飲酒行動等の人の特定行動に変化をもたらすことを目的とした短時間のカウンセリング。
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程を選択することができる。運転者の資質の向上
に資する活動として，歩行者の安全通行のための
通行の補助誘導，交通安全の呼び掛け，交通安全
チラシの配布等の広報啓発等を行っている。令和
５年中の違反者講習の受講者は５万6,779人で
あった。
（オ）　自動車教習所における交通安全教育
自動車教習所は，地域住民のニーズに応じ，地

域住民に対する交通安全教育を行っており，地域
における交通安全教育センターとしての役割を果
たしている。具体的には，運転免許を受けている
者を対象として，運転の経験や年齢等の区分に応
じたいわゆるペーパードライバー教育，高齢運転
者教育等の交通安全教育を行っている。こうした
教育のうち，一定の基準に適合するものについて
は，その水準の向上と免許取得者に対する普及を
図るため，都道府県公安委員会の認定を受けるこ
とができ，令和５年末現在，9,951件が認定され
ている。 

⑶妨害運転等の悪質・危険な運転者に対する処分
者講習での再教育
運転免許の取消処分等を受けた者を対象に，令

和元年度から実施した問題行動の分析・指導方法
に関する心理学的研究の結果を踏まえ，令和５年
４月１日から，妨害運転等の悪質・危険な運転者
の行動改善を図ることを目的としたディスカッ
ション形式の指導を取消処分者講習に新たに導入
している。

⑷二輪車安全運転対策の推進
ア　二輪免許交付時講習
主に二輪免許を新規取得した青少年層を対象と

して，免許証が交付される間における待ち時間を
活用した二輪車の安全運転に関する講習を行って
いる。

イ　二輪運転者講習に対する協力
警察では，各都道府県の二輪車安全運転推進委

員会が日本二輪車普及安全協会の協力を得て行っ
ている二輪車安全運転講習及び原付安全運転講習
に対し，講師として警察官等を派遣するなどの協
力を行っている。

⑸高齢運転者対策の充実
ア　高齢者講習等
高齢者は，一般的に身体機能の低下が認められ

るが，これらの機能の変化を必ずしも自覚しない
まま運転を行うことが事故の一因となっていると
考えられる。このため，運転免許証の更新期間が
満了する日における年齢が70歳以上の高齢者に
は，更新期間が満了する日前６月以内に高齢者講
習を受講することが義務付けられている。

高齢者講習は，受講者に実際に自動車等の運転
をしてもらうことや運転適性検査器材を用いた検
査を行うことにより，運転に必要な適性に関する
調査を行い，受講者に自らの身体的な機能の変化
を自覚してもらうとともに，その結果に基づいて
助言・指導を行うことを内容としており，この講
習を受講した者は，更新時講習を受講する必要が
ないこととされている。令和５年中の高齢者講習

（臨時高齢者講習，高齢者講習と同等の効果を生
じさせるために行われる課程（認定教育）を含
む。）の受講者は352万395人であった。

また，運転免許証の更新期間が満了する日にお
ける年齢が75歳以上の者については， 運転免許証
の更新期間が満了する日前６月以内に，認知機能
検査を受けなければならないこととされており， 
加えて道路交通法の一部を改正する法律（令２法
42）により令和４年５月から，普通自動車に対応
する運転免許保有者のうち一定の違反歴がある者
は，同じく６月以内に，運転技能検査に合格しな
ければ， 運転免許証が更新されないこととされた。

運転技能検査では，一時停止や信号通過等の課
題が実施され，検査の結果が一定の基準に達しな
い者は不合格となるが，更新期日までに繰り返し
受検することができる。

令和５年中の認知機能検査（臨時認知機能検
査，認知機能検査と同等の効果を生じさせるため
に行われる検査（認定検査）を含む。）の受検者数
は274万202人，運転技能検査（運転技能検査と
同等の効果を生じさせるために行われる検査（認
定検査）を含む。）の受検者数は16万3,835人，う
ち合格者数は14万9,673人であった。

今後，超高齢化社会の更なる進展等に伴い，高
齢運転者の増加が見込まれることから，高齢者講
習等の円滑な実施に向け，引き続き，高齢者講習
等の警察による直接実施や新たな実施機関の確保
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による受講・受検枠の拡大等，必要な実施体制を
確保するための効果的な取組を推進することとし
ている。

また，更新時の認知機能検査又は臨時認知機能
検査の結果，認知症のおそれがあると判定された
者については，その者の違反状況にかかわらず，
医師の診断を要することとされている。

なお，一定の基準に適合する講習（特定任意高
齢者講習）を受講した者は高齢者講習を受講する
必要がないこととされている。

イ　申請による運転免許の取消し等
高齢運転者が身体機能の低下などを理由に自動

車等の運転をやめる際には，本人の申請により運
転免許を取り消し，運転免許証を返納することが
できる。

また，運転免許証の返納又は失効後５年以内に
申請すれば，運転経歴証明書の交付を受けること
ができ，金融機関の窓口等で本人確認書類として
使用することができる。

警察では，申請による運転免許の取消し及び運
転経歴証明書制度の周知を図るとともに，運転免
許証を返納した者への支援について，地方公共団
体を始めとする関係機関・団体等に働き掛けるな
ど，自動車の運転に不安を有する高齢者等が運転
免許証を返納しやすい環境の整備に向けた取組を
進めている。

令和５年中の申請による運転免許の取消件数及
び運転経歴証明書の交付件数は，第1-7表のとお
りである。

ウ　安全運転サポート車の普及啓発
高齢運転者による交通事故の防止及び被害軽減

に効果が期待できる安全運転サポート車（サポ
カー）について，関係機関・団体・事業所等が連
携し，各種機会において試乗会を開催するなど，
官民一体となって普及啓発を推進した。また，普
及啓発に当たっては，その機能の限界や使用上の
注意点を正しく理解し，機能を過信せずに責任を
持って安全運転を行わなければならない旨の周知
を図った。

⑹シートベルト，チャイルドシート及びヘルメッ
トの正しい着用の徹底
後部座席を含めた全ての座席のシートベルト，

チャイルドシート及びヘルメットの正しい着用の
徹底を図るため，関係機関・団体等と連携し，各
種講習・交通安全運動等あらゆる機会を通じて，
着用効果の啓発等着用徹底キャンペーンを積極的
に行うとともに，シートベルト，チャイルドシー
ト及びヘルメット着用義務違反に対する街頭での
交通指導取締りを推進した。

⑺自動車安全運転センターの業務の充実
自動車安全運転センターは，道路の交通に起因

する障害の防止及び運転免許を受けた者等の利便
の増進に資することを目的として，次のような業
務を行った。

ア　安全運転研修業務
安全運転中央研修所では，高速周回路，中低速

周回路，模擬市街路及び基本訓練コースのほか，
スキッドパン※，モトクロス※，トライアル※コー

第 1-7 表 申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（令和元年～令和5年）

区分
年次 令和５令和元 令和２ 令和３ 令和４

申請による運転免許の取消し件数（件） 382,957601,022 552,381 517,040 448,476

うち 75歳以上の者 261,569350,428 297,452 278,785 273,206

運転経歴証明書交付件数（件） 291,071519,188 496,556 444,484 371,411

うち 75歳以上の者 197,493295,113 260,437 234,816 222,712
注　警察庁資料による。

※スキッドパン
　　スリップを体験するための特殊路面。
※モトクロス
　　自然な地形や自然に類似した路面状況で行われるモーター・サイクル競技。
※トライアル
　　自然の障害物等を適切な技術を用いて乗り越え，失点の少なさを競うモーター・サイクル競技。
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ス等の特殊な訓練コースを備えており，実際の道
路交通現場に対応した安全運転の実践的かつ専門
的な知識，技能についての体験的研修を行い，安
全運転教育について専門的知識を有する交通安全
指導者や高度な運転技能と知識を有する職業運転
者，安全運転についての実践的な能力を身に付け
た青少年運転者の育成を図っている。令和５年度
には，延べ4万7,596人の研修を実施した。

イ　少年交通安全研修業務
安全運転中央研修所の附属交通公園では，幼児

及び小・中学校の児童・生徒を対象とし，歩行者
及び自転車利用者としての適正な交通の方法等に
ついて参加・体験型の交通安全研修を行い，交通
安全意識の啓発を図っている。令和５年度には，
7,086人の研修を実施した。

ウ　交通事故証明業務
交通事故当事者等の求めに応じて，交通事故の

発生日時，場所，当事者の住所，氏名等を記載し
た交通事故証明書を交付した。

エ　経歴証明業務
運転者の求めに応じて運転経歴に係る証明書を

交付し，運転者の利便を図った。運転経歴に係る
証明書は，企業等における安全運転管理を進める
上での有効な資料としての利用価値が高いことか
ら，運転経歴に係る証明書の活用効果についての
リーフレットを配付するなど，その活用を推進し
た。

また，運転経歴に係る証明書のうち，無事故・
無違反証明書又は運転記録証明書の交付申請をし
た者（過去１年以上の間，無事故・無違反で過ご
した者に限る。）に対して，証明書に加えSD

（SAFE DRIVER）カードを交付し，安全運転者
であることを賞揚するとともに，安全運転を促し
た。

オ　累積点数通知業務
交通違反等の累積点数が運転免許の停止処分又

は違反者講習を受ける直前の水準に達した者に対
して，その旨を通知し安全運転の励行を促した。

カ　調査研究業務
横断歩道の道路標示の見直しに関する調査研究

等を行った。

⑻自動車運転代行業の指導育成等
令和５年末現在，全国で7,707業者が都道府県

公安委員会の認定を受けて営業を行っている。自
動車運転代行業に従事する従業員数は5万5,636
人，使用されている随伴用自動車の台数は1万
7,484台である。

平成24年３月に「安全・安心な利用に向けた自
動車運転代行業の更なる健全化対策」を策定し，
自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・
安心感の向上を図るための施策を推進した。ま
た，国土交通省では，自動車運転代行業の利用者
保護の一層の確保を図るため，28年３月に「自動
車運転代行業における適正な業務運営に向けた

「利用者保護」に関する諸課題への対策」を策定
し，同年４月から順次各種の施策を推進している
ところである。

⑼自動車運送事業等に従事する運転者に対する適
性診断の充実
軽井沢スキーバス事故を踏まえ，雇い入れた全

ての貸切バスの運転者に適性診断（初任）の受診
を義務付けるなどにより，適性診断の充実を図っ
てきたところである。

また，自動車運送事業等に従事する運転者が受
診する適性診断の受診環境を整えるため，適性診
断実施者への民間参入を促進しているところであ
り，令和５年度に適性診断の実施者について11
社を認定し，通算で129社を認定している。

⑽危険な運転者の早期排除
ア　運転免許の拒否及び保留
運転免許試験に合格した者が，過去に無免許運

転等の交通違反をしたり，交通事故を起こしたり
したことがあるときには点数制度により，また，
一定の症状を呈する病気，麻薬中毒等の事由に該
当するときには点数制度によらず，運転免許を拒
否し，又は６月を超えない範囲で運転免許を保留
することとされている。

イ　運転免許の取消し及び停止
運転免許を受けた者が，運転免許取得後に交通

違反を犯し，又は交通事故を起こしたとしたとき
は点数制度により，また，一定の症状を呈する病
気，麻薬中毒等の事由に該当することとなったと
きには点数制度によらず，その者の運転免許を取
り消し，又は６月を超えない範囲で運転免許の効
力を停止する処分を行うこととされている。
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また，暴走行為を指揮した暴走族のリーダーの
ように自ら運転していないものの，運転者を唆し
て共同危険行為等重大な道路交通法違反をさせた
者に対しても，運転免許の取消し等を行っている

（第1-8表）。

３　運転免許制度の改善
運転免許証の更新申請等に係る国民の負担軽減

の観点から，更新申請書や再交付申請書に添付す
る申請用写真の省略等，運転免許手続における簡
素合理化を推進している。

また，障害のある運転免許取得希望者に対する
利便性の向上を図るため，受験者である障害者が
持ち込んだ車両による技能試験の実施等，障害者
等に配意した施策を推進している。

４　安全運転管理の推進
安全運転管理者及び副安全運転管理者（以下

「安全運転管理者等」という。）に対する講習を充
実するなどにより，これらの者の資質及び安全意
識の向上を図るとともに，事業所内で交通安全教
育指針に基づいた交通安全教育が適切に行われる
よう安全運転管理者等を指導した。

また，安全運転管理者等による若年運転者対策
及び貨物自動車の安全対策の一層の充実を図ると
ともに，安全運転管理者等の未選任事業所の一掃
を図り，企業内の安全運転管理体制を充実強化
し，安全運転管理業務の徹底を図った。

さらに，事業活動に関してなされた道路交通法
違反等についての使用者等への通報制度を十分活
用するとともに，使用者，安全運転管理者等によ
る下命，容認違反等については，使用者等の責任
追及を徹底し適正な運転管理を図った。

事業活動に伴う交通事故防止を更に促進するた
め，ドライブレコーダー等，安全運転の確保に資
する車載機器等を効果的に活用した交通安全教育
や安全運転管理の手法等について周知を図った。

⑴安全運転管理者等の現況
安全運転管理者は，道路交通法により，自動車

を５台以上使用する又は乗車定員11人以上の自
動車を１台以上使用する事業所等において選任が
義務付けられており，また，自動車を20台以上
使用する事業所には，その台数に応じ，副安全運

転管理者を置くことが義務付けられている（第
1-9表）。

安全運転管理者等の年齢層別構成では40歳代
と50歳代が多く，職務上の地位別構成では，課
長以上が約半数を占めた（第1-10表）。

⑵安全運転管理者等に対する講習の実施状況
都道府県公安委員会は安全運転管理者等の資質

の向上を図るため，自動車及び道路交通に関する
法令の知識，安全運転に必要な知識，安全運転管
理に必要な知識等を内容とした講習を実施してい
る。

令和４年度における安全運転管理者等講習の実
施状況は，第1-11表のとおりである。

⑶安全運転管理者協議会等に対する指導育成
企業等における自主的な安全運転管理を推進す

るとともに，安全運転管理者等の資質の向上を図
るため，安全運転管理者等の組織への加入促進，
自主的な検討会の開催，自動車安全運転センター
安全運転中央研修所における研修の実施，無事故
無違反運動等に対する指導育成等を行った。

都道府県ごとに組織されている安全運転管理者
協議会に対しては，安全運転管理者等研修会の開
催，事業所に対する交通安全診断等の実施を始
め，交通安全教育資料及び機関誌（紙）の発行等
について積極的に指導したほか，同協議会の自主
的活動の促進を図っている。また，同協議会は，
全国交通安全運動等を推進するとともに，職域に
おける交通安全思想の普及活動に努めた。

５　事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対
策の推進
事業用自動車の交通事故については，令和３年

３月に策定した「事業用自動車総合安全プラン
2025」で掲げている，令和７年までに事業用自動
車の事故による死者数を225人以下，人身事故件
数を１万6,500件以下とする等事故削減目標の達
成に向けて関係者が一丸となって各種取組を進め
ている。

令和４年においては，事業用自動車の事故によ
る死者数は228人となり，前年に比べ21人（8.4％）
減少した一方，事故件数は２万3,259件となって
いる。
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第 1-8 表 運転免許の取消し，停止件数

第 1-9 表 安全運転管理者等の年次別推移

第 1-10 表 年齢層別及び職務上の地位別安全運転管理者等数

第 1-11 表 安全運転管理者等講習の年度別実施状況

（令和5年，件）

取消し
停止

合計
うち初心取消 90日以上 60日 30日 計

34,546 926 33,242 24,856 107,528 165,626 200,172
注　１　警察庁資料による。
　　２　｢初心取消」とは，平成元年の道路交通法改正により導入された初心運転者期間制度による取消しである。

（各年３月末）
年 事業所 安全運転管理者 副安全運転管理者 管理下運転者数 管理下自動車台数

か所 人 人 人 台

391,631 391,631 81,909 8,689,207 5,229,259

　　  令和元 337,721 337,721 72,223 7,612,460 4,686,318

　　  　　２ 338,636 338,636 73,362 7,695,857 4,694,167

　　  　　３ 339,068 339,068 74,557 7,822,339 4,714,960

　　  　　４

　　  　　5

352,335 352,335 76,911 8,082,323 4,859,925

注　警察庁資料による。 

（令和5年３月末）

区分
安全運転管理者 副安全運転管理者

人員（人） 構成率（％） 人員（人） 構成率（％）

別
層
齢
年

20～ 29歳 10,197 2.6 3,397 4.1
30 ～ 39歳 46,757 11.9 11,682 14.3
40 ～ 49歳 118,535 30.3 27,031 33.0
50 ～ 59歳 142,016 36.3 30,648 37.4
60 歳以上 74,126 18.9 9,151 11.2
合  計 391,631 100.0 81,909 100.0

別
位
地

課長以上 200,021 51.1 37,875 46.2
係長 28,463 7.3 12,603 15.4
主任 30,057 7.7 9,840 12.0
使用者 69,251 17.7 1,621 2.0
その他 63,839 16.3 19,970 24.4
合  計 391,631 100.0 81,909 100.0

注　警察庁資料による。

（各年度末現在）

年度
安全運転管理者 副安全運転管理者

実施回数 受講対象者
（A）

受講者数
（B）

受講率
）A（/）B（ 実施回数 受講対象者

（A）
受講者数
（B）

受講率
）A（/）B（

回 人 人 ％ 回 人 人 ％
平成 30

2,306 374,990 359,610 95.9 2,063 80,026 75,108 93.9

2,318 335,874 330,723 98.5 1,979 71,513 70,517 98.6
令和元 2,293 336,984 332,008 98.5 1,971 72,763 71,478 98.2
　　2 1,947 324,252 230,737 71.2 1,589 71,394 44,763 62.7
　　3
　　4

2,175 331,115 299,157 90.3 1,893 73,178 65,126 89.0

注　警察庁資料による。
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令和５年度は，「事業用自動車に係る総合的安
全対策検討委員会」を開催し，当該プランの達成
に向けた取組状況のフォローアップを行った。

⑴バスの重大事故を踏まえた安全対策
平成28年１月に発生した軽井沢スキーバス事

故を踏まえ，同年６月に「軽井沢スキーバス事故
対策検討委員会」において取りまとめた85項目に
及ぶ「安全・安心な貸切バスの運行を実現するた
めの総合的な対策」を着実に実施してきた。他方，
令和４年10月には静岡県の県道において観光バ
スが横転し，乗客が亡くなる痛ましい事故が発生
したところ，二度とこのような悲惨な事故を起こ
さないよう，令和５年１月に「自動車運送事業者
が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指
導及び監督の実施マニュアル」の改正を行うとと
もに，同年10月には貸切バスの安全性向上に関
する関係法令等の改正を行った。 

⑵運輸安全マネジメントを通じた安全体質の確立
平成18年10月より導入した「運輸安全マネジ

メント制度」により，事業者が社内一丸となった
安全管理体制を構築・改善し，国がその実施状況
を確認し評価する取組を，令和５年度は114者に
対して実施した。特に，平成29年７月の運輸審
議会の答申を踏まえ，全ての事業者の運輸安全マ
ネジメント評価を行うとした貸切バス事業者につ
いては，全ての評価を終了した。その後，新規許
可を受けた貸切バス事業者や一定規模以上の貸切
バス事業者を優先的に評価を実施した。

また，令和２年７月に策定，公表した「運輸防
災マネジメント指針」を活用し，運輸安全マネジ
メント評価の中で防災マネジメントに関する評価
を実施した。

⑶抜本的対策による飲酒運転，迷惑運転等悪質な
法令違反の根絶
事業用自動車の運転者による酒気帯び運転や覚

醒剤，危険ドラッグ等薬物使用運転の根絶を図る
ため，点呼時のアルコール検知器を使用した確認
の徹底や，薬物に関する正しい知識や使用禁止に
ついて，運転者に対する日常的な指導・監督を徹
底するよう，講習会や全国交通安全運動，年末年
始の輸送等安全総点検なども活用し，機会あるご

とに事業者や運行管理者等に対し指導を行ってい
る。

また，運送事業者に対し飲酒運転防止の徹底を
要請した。

⑷ICT・自動運転等新技術の開発・普及推進
自動車運送事業者における交通事故防止のため

の取組を支援する観点から，デジタル式運行記録
計等の運行管理の高度化に資する機器の導入や，
過労運転防止のための先進的な取組等に対し支援
を行っている。

また，令和４年度には，運行管理高度化に係る
実証実験を実施し，同一事業者内の遠隔点呼や自
動点呼に用いる機器等の要件等を取りまとめ，令
和５年３月，対面による点呼と同等の効果を有す
るものとして国土交通大臣が定める方法を定める
告示を制定するとともに，令和５年度には，有識
者が参画するワーキンググループにおける議論を
踏まえ，事業者間遠隔点呼の先行実施を開始し
た。

⑸超高齢社会におけるユニバーサルサービス連携
強化を踏まえた事故の防止対策
高齢者における発症率が高く自覚症状が無いま

ま運転を続ける可能性がある緑内障を始めとした
視野障害等について，事業者が取り組むべき内容
をマニュアルとして取りまとめ，各種講演会等を
通じて周知を行っている。また，視野障害のある
運転者を早期に発見することを目的とするスク
リーニング検査の受診促進についてモデル事業を
実施している。

⑹業態ごとの事故発生傾向，主要な要因等を踏ま
えた事故防止対策
輸送の安全の確保を図るため，トラック・バス・

タクシーの業態ごとの特徴的な事故傾向を踏まえ
た事故防止の取組について評価し，更なる事故削
減に向け，必要に応じて見直しを行う等のフォ
ローアップを実施している。

トラックの中でも事業用軽貨物自動車の死亡重
傷事故件数が増加していることを踏まえ，荷主や
元請運送事業者等の関係者を交えた「貨物軽自動
車運送事業適正化協議会」において，輸送の安全
に関する情報共有や意見交換を実施している。
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⑺事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえ
た対策
事業用自動車事故調査委員会において，社会的

影響の大きな事業用自動車の重大事故について，
背景にある組織的・構造的問題の更なる解明を図
るなど，より高度かつ複合的な事故要因の調査分
析を行っており，令和５年度に５件，通算で58
件の報告書を公表している。

⑻運転者の健康起因事故防止対策の推進
報告件数が近年増加傾向にある事業用自動車の

健康起因事故を防止するため，「事業用自動車健
康起因事故対策協議会」において「自動車運送事
業者における脳血管疾患対策ガイドライン」（平
成30年２月策定），「自動車運送事業者における
心臓疾患・大血管疾患対策ガイドライン」（令和
元年７月策定）や「自動車運送事業者における視
野障害対策マニュアル」（令和４年３月策定）の周
知等により健康起因事故対策を促進している。

⑼自動車運送事業者に対するコンプライアンスの
徹底
自動車運送事業者における関係法令等の遵守及

び適切な運行管理の徹底を図るため，悪質違反を
犯した事業者や重大事故を引き起こした事業者に
対する監査の徹底及び法令違反が疑われる事業者
に対する重点的かつ優先的な監査を実施している。

また，平成28年11月より，事故を惹起するお
それの高い事業者を抽出・分析する機能を備えた

「事業用自動車総合安全情報システム」の運用を
開始した。

さらに，貸切バスについては，軽井沢スキーバ
ス事故を受け取りまとめた総合的対策に基づき，
法令違反を早期に是正させる仕組みの導入や行政
処分を厳格化して違反を繰り返す事業者を退出さ
せるなどの措置を平成28年12月より実施すると
ともに，平成29年８月より，民間の調査員が一
般の利用者として実際に運行する貸切バスに乗車
し，休憩時間の確保などの法令遵守状況の調査を
行う「覆面添乗調査」を実施している。

このほか，自動車運送事業者に対する行政処分
基準については適宜見直しすることとし，令和５
年９月，大型車の車輪脱落事故を惹起した悪質な
運送事業者に対する行政処分を追加する改正を

行った。

⑽自動車運送事業安全性評価事業の促進等
貨物自動車運送適正化事業実施機関では，貨物

自動車運送事業者について，利用者がより安全性
の高いトラック事業者を選びやすくするととも
に，事業者全体の安全性向上に資するため，平成
15年度から，事業者の安全性を正当に評価・認
定し，公表する「貨物自動車運送事業安全性評価
事業（Gマーク制度）」を実施している。令和５年
12月現在，２万9,044事業所に対して「安全性優
良事業所（Gマーク認定事業所）」の認定を行って
いる。また，貸切バス事業者安全性評価認定実施
機関では，貸切バス事業者について，利用者や旅
行会社がより安全性の高い貸切バス事業者を選び
やすくするとともに，事業者の安全性向上に資す
るため，平成23年度から，事業者の安全性を正
当に評価・認定し，公表する「貸切バス事業者安
全性評価認定（SAFETY BUS）」を実施している。
令和５年12月現在，2,028事業者に対して認定を
行っている。

⑾安全上問題のあるバス停留所における対策
バス停留所の安全性確保に資する取組として，

警察や道路管理者等の関係機関の協力も得なが
ら，国土交通省運輸支局ごとに開催されるバス停
留所安全性確保合同検討会でバス停留所ごとに安
全対策の実施及び進捗状況の公表を行っている。

６　交通労働災害の防止等
⑴交通労働災害の防止

全産業で発生した労働災害のうち死亡災害につ
いてみると，令和４年において，道路上の交通事
故による死亡者は，全体の死亡者数の約17％を
占め，特に陸上貨物運送事業では事業の特性から
道路上の交通事故によるものが約37％を占めた

（第1-12表）。
厚生労働省では，「交通労働災害防止のための

ガイドライン」に基づき，都道府県労働局，労働
基準監督署，関係団体を通じて，自動車運転者の
睡眠時間の確保に配慮した適正な労働時間等の管
理及び走行管理の実施等の対策を積極的に推進す
るよう，関係事業者に対し周知徹底することによ
り，交通労働災害防止対策の推進を図った。
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⑵運転者の労働条件の適正化等
ア　自動車運転者の労働条件確保のための監督 

　　指導等
自動車運転者の労働時間等の労働条件の確保を

図り，もって交通労働災害の防止に資するため，
自動車運転者を使用する事業場に対し，重点的な
監督指導を実施することなどにより（第1-13表），
労働基準法（昭22法49）等の関係法令及び自動車
運転者の労働時間等の改善のための基準（平元労
働省告示７。以下「改善基準告示」という。）の遵
守徹底を図った。さらに，令和６年４月から自動
車運転者に時間外労働の上限規制及び改正された
改善基準告示が適用されること等について，荷主
を含めて幅広く周知等を行っている。また，「特
定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適
正化及び活性化に関する特別措置法等の一部を改
正する法律」（平25法83）の附帯決議において，

「一般乗用旅客自動車運送事業者は，歩合給と固
定給のバランスの取れた給与形態の再構築，累進
歩合制の廃止，事業に要する経費を運転者に負担
させる慣行の見直し等賃金制度等の改善等に努め
る」等とされたことを踏まえ，タクシー運転者の

賃金・労働条件の改善等については，運賃改定等
の機会を捉えて，事業者に対して働き掛けを行っ
た。

イ　相互通報制度等の活用
交通関係行政機関が，相互通報制度等を活用

し，連携をより一層密にすることにより，協力し
て自動車運送事業者等の労務管理及び運行管理の
適正化を図った。

ウ　労務管理の推進
自動車運転者の労働条件及び安全衛生の確保及

び改善を図るため，使用者等に対し，労働時間管
理適正化指導員により，指導・助言等を行った。

７　道路交通に関する情報の充実
⑴危険物輸送に関する情報提供の充実等

危険物の輸送中の事故による大規模な災害を未
然に防止するため，関係省庁の密接な連携の下
に，危険物の運送業者に対して，適正な運行計画
の作成等の運行管理の徹底，関係法令の遵守，異
常・事故発生時の応急措置を記したイエローカー
ド（緊急連絡カード）の携行及び容器イエロー
カードの添付等を指導するとともに，危険物輸送
に係る事故事例を把握した際は，関係事業者団体
等に事故防止の徹底を要請し，危険物輸送上の安
全確保の徹底を図っている。

また，危険物運搬車両の交通事故により危険物
の流出事故等が発生した場合に，安全かつ迅速に
事故の処理等を行うため，危険物災害等情報支援
システムを運用し，消防機関に対し，危険物の物
性及び応急措置等の情報提供を行っている。
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人 人 ％ 人 人 ％
平成 30 年

774 129 16.7 90 33 36.7

　 
909 175 19.3 102 47 46.1

　  31/
令和元年

845 157 18.6 101 40 39.6

　２ 784 164 20.9 86 32 37.2
　３
　4

778 129 16.6 89 37 41.6

注　１　厚生労働省資料による。
　　２　新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。

第1-13 表 るす対に場業事るす用使を者転運車動自   
監督指導結果

（令和4年）
事項

業種
監督実施
事業場数

改善基準告示
違反事業場数

トラック 3,079 1,790

バス 123 50

ハイヤー・タクシー 271 82

その他 312 115
注 厚生労働省資料による。
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⑵国際海上コンテナの陸上輸送に係る安全対策
国際海上コンテナの陸上運送の安全対策を推進

すべく，平成25年６月に関係者間での確実なコ
ンテナ情報の伝達等について記載した「国際海上
コンテナの陸上における安全輸送ガイドライン」
の改訂及びマニュアルの策定を行い，令和３年４
月にはマニュアルを一部改訂し，地方での関係者
会議や関係業界による講習会等において本ガイド
ライン等の浸透を図った。さらに，当該ガイドラ
イン及びマニュアルにつき，リーフレットによる
周知や，英訳版の作成に取り組むなど，関係者と
連携した安全対策に取り組んでいる。

⑶気象情報等の充実
道路交通に影響を及ぼす台風，大雨，大雪，津

波等の自然現象について，的確に実況監視を行
い，適時適切な予報・警報等を発表・伝達して，
事故の防止及び被害の軽減に努めた。また，台風
や線状降水帯による集中豪雨等の予測精度を向上
させるため，新しいスーパーコンピュータシステ
ムの運用を令和６年３月から開始した。線状降水
帯による大雨の危機感を少しでも早く伝えるた
め，これまで発表基準を実況で満たしたときに発
表していた「顕著な大雨に関する気象情報」につ
いて，予測技術を活用し，最大で30分程度前倒
しして発表する運用を令和５年度から開始した。

ア　気象監視体制の整備
令和４年12月に観測を開始した静止気象衛星

「ひまわり９号」の運用を継続した。「ひまわり８
号」は待機運用を継続し，２機体制を維持した。

また, 令和５年３月に大気の３次元観測機能等
の最新技術を取り入れた次期静止気象衛星「ひま
わり10号」 の整備に着手した。

イ　道路情報提供装置等の整備
安全な通行を確保するため，道路の積雪状況や

路面状況等を収集し，道路利用者に提供する道路
情報提供装置等を整備した。

ウ　地震・津波監視体制の整備
24時間体制で全国の地震活動を監視し，迅速

かつ的確な地震情報や津波警報等の発表を行うと
ともに，情報の内容や利活用について周知・広報
の取組を推進した。緊急地震速報については，迅
速な発表を行うとともに，揺れの過大予測を低減
する技術的改善を実施したほか，周知・広報の取
組を推進した。加えて，津波の第一波到達予想時
刻をビジュアル化して報道発表資料等での提供を
開始するなど情報の充実を図った。

また，関係機関や基盤的調査観測網によるデー
タを収集・処理し，そのデータを防災情報等に活
用するとともに，その処理結果を地震調査研究推
進本部地震調査委員会による地震活動評価や関係
機関の地震調査研究に資するよう提供した。

エ　火山監視体制の整備
全国111の活火山について，火山活動の監視・

評価の結果に基づき噴火警報等及び降灰予報の的
確な発表を行った。また，そのうち50火山につ
いては常時観測火山として，24時間体制で火山
活動を監視するとともに，平常時からの火山防災
協議会（都道府県，市町村，気象台，砂防部局，
自衛隊，警察，消防，火山専門家等で構成）にお
ける避難計画の共同検討を通じて，噴火警戒レベ
ル（硫黄島を除く周辺に居住地域がある49火山で
運用中）の改善を推進した。さらに，火山噴火後
の救助・捜索活動や防災対応を支援するため，「火
山噴火応急対策支援サイト」の活用等により，自
治体と地元気象台との双方向での情報共有を行っ
た。

オ　気象知識の普及等
気象・地象・水象の知識の普及など気象情報の

利用方法等に関する講習会等の開催，広報資料の
配布等を行ったほか，防災気象情報の改善に際し
ては防災機関の担当者や報道機関等を対象に説明
を行った。

／第１編：陸上交通 第１部：道路交通
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